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地域公共交通計画と補助制度の連動化について

• これまで当該補助に係る地域間幹線系統確保維持計画は、府内市町村の申請内容を大阪府乗合バス地

域協議会でとりまとめて国へ申請していた。

• 令和2年11月の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正に伴い、地域公共交通計画に補

助系統を位置付けること、また、地域公共交通計画の別紙として、毎年度、地域間幹線系統確保維持計画

（補助系統の詳細等）を法定協議会において作成し、国へ申請することが補助要件化された。

• 経過措置期間は令和6年事業年度（令和5年10月～令和6年9月）までであり、令和7年事業年度からは、

補助系統を地域公共交通計画に位置付けていない場合、補助対象外となる。

• なお、令和7年事業年度補助申請の国への提出期限は令和6年6月末となっている。

これまでの補助制度 今後の補助制度（令和7年事業年度～）

堺市地域公共交通計画への位置付け
（施策編P67～70 、取組編P79）

地域間幹線系統確保維持計画
（堺市地域公共交通活性化協議会）

地域間幹線系統確保維持計画
（大阪府乗合バス地域協議会）

内容の整合

毎年度、国へ申請（6月末締切）毎年度、国へ申請（6月末締切）



令和7年事業年度補助対象バス系統

補助対象バス系統（系統図は右図参照）
①美木多線
②天野山線
③北野田多治井線
④北野田線（多治井系統）
⑤北野田線（さつき野系統）
⑥北野田線（富田林系統）

※市域を跨る補助対象バス系統については、本協議会から

堺市内運行分を申請し、他市内運行分については、基本

的には当該市から申請します。

（但し大阪狭山市内運行分は堺市で申請）


